【別　紙】労使関係制度検討委員会

【第8回委員会】
4月28日、国家公務員制度改革推進本部の労使関係制度検討委員会（座長：今野浩一郎・学習院大学教授）の第8回会議が、内閣府本府庁舎で開催された。委員会には、労働側委員として山本幸司連合副事務局長、金田文夫自治労書記長が参加した。
委員会では、最初に「自律的労使関係の確立・協約締結権に関する主要な論点（案）」について、前回の各委員からの意見を踏まえた修正点を含めて審議が行われ、続いてワーキンググループで整理された主要な論点の詳細版の「１　基本的考え方」についての審議が行われた。なお、各論点ごとに、Ａ説・Ｂ説などのように、基本的に対立する考え方が書かれている。
審議の中で労働側委員は、以下などの発言をした。
全体について

　まずは、専門調査会報告書では、改革の方向性として、労使関係の自律性の確立が重要であると記述している。そのような基本認識に立って、各論以下の議論がなされるべきである。

論点1（1）について

　憲法28条をベースに必要最小限の制約とすべきとするＢ説をとるべき。現行制度は必要最小限の制約を超えている。Ａ説は、公務員の労働基本権つまり働く者の基本的人権は、制約されねばならないということに行きかねない暴論である。

論点1（2）について

　Ｃ説と認識が一致している。専門調査会の報告書の評価については、ア説を踏まえた整理をしていくべき。財政民主主義の制約なども一定の範囲であるが、歴史的状況が相当変わってきている実態をしっかり踏まえた議論をすべきである。

論点1（3）について

　Ｅ案の労使で団体交渉により決定することを主張したいところだが、現実的にはＣ案か。大綱法定主義のもとで団体交渉により決定することとし、代償措置に関しては交渉不調の場合の調整制度とすればよい。Ａ案は現行のままでよい、ということなので必要ない。

論点1（4）について

　批准したＩＬＯ条約について遵守義務がある。しかし、国内法が整備されておらず、しかも再三勧告を受けていることを踏まえ、ＩＬＯ基準に沿って整理していくという認識を共有すべき。国際社会が指摘していることに対して、日本政府は状況を正確に把握した上で、判断すべきである。資料で政府見解として、「勧告の内容を尊重することが求められているが、政府を拘束する性格のものではない」と言い切っているのは問題。

論点1（5）について

　専門調査会の議論も踏まえて、Ｂ説を強く主張する。現行の勤務条件決定システムの評価については、専門調査会報告でどういう立場に立つべきか明確に結論を出している。その結論と異なる選択肢が当委員会の議論で想定されるかのごとき問題の立て方は、当委員会のミッションに応えることにはならない。

論点1（6）について

　①ではＡ説を主張する。民間雇用関係と同様に考えられるところは、公務員であっても同じ勤労者という観点で、できるだけ公務に取り入れていくべき。②については、労組法に規定されている労働協約の一般的拘束力と関係するとの考え方で整理すべきである。

　これらに対し、政府側委員は、ほぼすべての論点項目について労働側委員に反論しており、激しいやりとりが行われた。なお、委員会において、どの説をとるのかについての判断はされていない。

　今後も、ワーキンググループで議論された各論点項目について、委員が主張をするという形式で審議が行われることを確認し、会議を終了した。

【第9回委員会】

6月2日、国家公務員制度改革推進本部の労使関係制度検討委員会（座長：今野浩一郎・学習院大学教授）の第9回会議が、内閣府本府庁舎で開催された。委員会には、労働側委員として金田文夫自治労書記長が参加した。

委員会では、「論点２　協約締結事項の範囲」「論点３　給与、勤務時間その他勤務条件決定のあり方」「論点４　法律・条例、予算による統制のあり方、協約との関係」について、ワーキンググループにおける検討結果について、担当委員及び事務局から説明を受けて審議した。

審議の中で労働側委員は、以下などの発言をした。

論点２について

　新しい労使関係においては、労使間で交渉し協約を締結することが必要であることからすれば、非現業職員についても、義務的団交事項という概念を位置づけるべき。その上で、「義務的団体交渉事項の一部を協約対象事項から外す」という考え方については、現業・公営企業・特定独法の職員よりも後退することはもちろんのこと、現在の非現業職員でさえ、これらに関する「基準」は権限の範囲内で交渉できるとされていることに留意すべきである。

　（1）③については、Ｃ案が現在の特労法・地公労法と同じシステムを想定しているのであれば、最低限でもこのレベルを確保されなければ、協約を締結する意味がない。

　（2）については、　「管理運営事項の処理によって影響を受ける勤務条件は交渉事項である」という解釈が一般的であるにも関わらず、この間国公でも地公でも、管理運営事項をタテにした交渉拒否などの問題が続いていることについて問題指摘したい。だからこそ、ヒアリングの時に、会津若松市の人事課長からも、管理運営事項について、「スパッと割り切れるものではなく、民間でいうと経営参加的な、職員の協力も求めていかざるを得ない」という報告があったのだと考えている。今回の改革を機に、管理運営事項なるものについてきちんと整理すべきと考える。また、当然に、団体交渉応諾義務違反の不当労働行為として事後救済に委ねるべきである。

論点３、４全体について

　あまりにも選択肢が細かすぎる。もう少し明確な選択肢であってもよい。また、現行の法制度を前提にしているかのような部分があり、疑問を感じざるを得ない。

　議論において、前提として共有化すべきなのは、第一に憲法の諸規定であり、第二に基本法12条に示された内容である。だからこそ、ここにさらに、現行の法制度の考え方や解釈まで持ち込んでしまっては、議論が混乱するのではないかと危惧する。

論点３について

　（1）については、公務員とて一人の生活者なのであるから、生計費は当然に考慮されるべきである。財政状況については、自律的労使関係にとって大きな制約となるし、また国や自治体の財政運営の失敗を職員に一方的に押し付けてしまう可能性があることに留意すべきである。もしこのような制度とするのであれば、当然に職員集団に行財政運営に関して意見を言える仕組みを同時に用意する必要がある。

　「給与交渉の交渉事項をどのように想定するか」であるが、水準であろうと配分であろうと、交渉事項にならないことは全く想定できない。延々と妥結できず交渉が続くのではないか、それにより交渉コストがかかるのではないか、という懸念があるのかもしれないが、それらは、仲裁裁定の導入も含めて、制度設計によって十分クリアできると考える。

論点４について

　（1）については、憲法や基本法などどうしても踏まえなければならない視点と、現行法において取られている措置との関係が交錯しているように思える。「公務員の勤務条件の大綱的基準を法定すること」「金銭的勤務条件の大綱を法定すること」「客観的公務員制度を設けること」のみが憲法から直接要請されることであって、それ以上は立法政策の問題、また、現行の交渉制度は、「最も憲法28条を尊重しない立法政策」である。制度設計やシミュレーションに当たっては、このような観点を基本に置くべきである。 

したがって、あくまでも公務員の勤務に関する基本的な原則だけを法定すればよいのであって、それ以上の詳細な法定は、「自律的労使関係」を損なう可能性が高い。

新しい交渉システムのもとでは、給与法に書かれたような内容は、労使合意による賃金協約に盛り込むべき。一方で、例えば、特労法や地公労法のように、「予算上又は資金上、不可能な資金の支出を内容とする協約」を締結した時は、政府が、国会に付議して、その承認を求めればよい、と考える。

（3）については、最高裁判決などからすれば、争議権の代償措置（協約締結権はあり）として、「労働委員会によるあっせん・調停及び仲裁、委員会裁定の労使の服従義務及び政府の実施努力義務、資金の追加支出に対する国会の承認」などが挙げられていることに留意すべき。現在の特労法・地公労法と同じシステムを想定しているのであるとすれば、最低限でもこのレベルが確保される必要がある。

　これらに対し、政府側委員は、前回同様労働側委員に反論しており、特に村木人事恩給局長は「大部分については、労働側委員とは対極の意見を申し上げる」として激しいやりとりが行われた。また、他の委員や陪席から、「協約が条例や予算より優先するという考え方は、職員給与等の勤務条件決定に議会が関与できないことになり、住民への説明責任という観点からも地方公共団体にとってはたいへん大きな問題になる」、「特労法、地公労法の規定が最低基準であると言うが、むしろアッパーではないかと思う」などとの発言もあった。

　次回以降も引き続き審議を行うこととし、会議を終えた。
